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果樹園面積の種類とその経常的意義に

関する考察（第2報）

日　　向　　達　　男

（青森県りんご試）

1．ま　え　が　き

第1報において果樹は永年性作物であるために，耕

地の利用状況が樹令．我植株式，整枝努定方法等によ

って異なることを指摘し，いかなる果樹園両所のは握

方法が経営分析上最も合理的であるかを検討する必要

があることを述べ，また，文献を通じて果樹園両群の

種頸とその経営的意義を考察した。さらにその一方法

であり，一部の栽培技術研究者において用いられてい

る樹冠占有両帝の概念．は撞方法，経営的意義を二戸

の農家事例分析をもととして検討した（注1）。

今回は青森県リソゴ総合実験農場に加入　している

27戸のリソゴ園19．2haについて，実測土地両所と樹

冠占有面前の経営的意義を比較しながら考察する。

2．分研素材と分析方さ去

今回分析素材として選定したのは青森県リ　ソゴ総合

実験農場である。

ここを分析素材として取り上げた理由の第1は，こ

こが総合実験農場の実験調査事業として．経営調査を

実施しており，経営関係の資料が整っているためであ

る。

理由の第2はここは絶食実験農場として発足するに

当たり，青森県農林部開拓課の測忠に楕通した技師に

ょってリソゴ園の面宿が実測され，面窮が正確には握

第1表　　面積別1q a当り生産誼

されているためである。

理由の第5は総合実験農場が青森県南津軽郡平賀町

大字唐竹永上地区にあるリソゴ園だけを対象として設

立されており，園地の自然的条件がかなり均質化され

ているためである。

以上の5点のほかにも調査に対する協力が得やすいな

ど，いろいろな点で分析素材に適していると考え，分

析素材として取り上げた。

次に分析方法であるが，これは実験農場全体の生産

虫，投下労働造，粗収益，生産費，家族労働報酬等を

実測土地面項と樹冠占有面積で割り，それぞれの10

a当りを算出し，これを農林省青森統計調査事務所で

実施しているリンゴ生産費調査結果と対比しながら，

その経営的意義を考察する方法をとった。

なお，ここでいう実汎土地面掛ま，さきに述べたよ

うに青森県リンゴ総合実験農場が発足するに当たって，

リンゴ園の面掛を確認するために実施した青森県農林

部開拓課の渕虫結果を用いた。ただし，農道，がけ，

など故地以外の面境は除外した。

また，樹冠占有面矧ま第1報で報告したようなプア法

（注2）で，昭和45年8月に調査したものを用いた。

また．実験良場全体の生産畠，投下労働丘，粗収益，

生産費，家族労働報酬等は実験調査事業の一環として

実施している経営調査結果によった（江5）。

5．分　析　結　果

昭 5 9 年 昭 4　0 年 昭 4 1 年 昭 4 2 年

生 産 費 調 査 （ A ） 1 8 7 1 8 7 1 4 1 1 5 1

実 数 （箱 ）！
実 測 土 地 面 頂 く　B ） 1 1 8 1 1 8 1 0 2 1 D 8

； 樹 冠 占 有 酌 ‡（ C ）
1 占 8 1 8 7 1 4 5 1 5 7

割 合 （ 痴 ）

B ／ A 1　　　 7 0 ・7 l　　 占9 ．5
】

　　　 7 2 ．5
l

8 2 ．4

C ／ A 1 0 0 ．8
i　 l O O ．0 1　 1 D 2 ．8 1 0 4 ．8

注．1）Aは縫林省青森統計調査事務所で実施しているりんご生産地調査の10a当りの平均生産最である。

2）封ま青森原島林部開拓課で測量した実験農場リンゴ園面砧で戌場のリンゴ総生産出を割って算出した
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10a当りの平均生産立である。

5）Cは私たちが測定昇出した樹冠占有面前で縫場のリンゴ総生産畠を割って出した10a当りの平均

生産量である。

4）以下の諸表におけるA・B，Cもここに示したとおりである。

5）1箱当りの中味重丑は箱1杯（20Kク）とした。

1．10a当り生産量

10a当りの生産量を実測面額当りと，樹冠占有面

街当りについて計算し，これを農林省青森統計調査事

務所で実施しているリン′ゴ生産費調査（以下これを生

産費調査と略称する）結果と対比して見ると第1蓑の

ように，実測面培当りの生産量は生産費調査の収量に

比べ各年次とも2～5割少ない。これに対し樹冠占有

第2表　　面積別10　a当り労働時間

面較当りの生産量は生産費調査の生産量とおおむね一

致している。

2．108当り投下労働量

1の場合と同様にして，1口a当りの投下労働量を

実測面街当りと樹冠占有面項当りとについて計算し，

生産費調査の労働量と対比して見ると第2表のように，

実測面積10a当りの投下労働時間は生産費調査のそ

昭 5 9 年 昭 4　0 年 昭 4 1 年
i 昭 4 2 年

実　 数

く時間 ）

生 産 費調 査 （ A ）
4 5 7 4 9 1 5 9 4 5 8 5

実 測 土 地 面 硫 （ B ）
5 1 7 5 8 2 2 5 7 2 2 7

樹 冠 占 有 面 揖 （ C ）
4 5 2 5 2 1 5 5 8 5 5 8

割 合 （喀 ）
B ／ A

8 9．4 7 5．7 占口．2 8 2．2

l　　 C ／ A
9 8．9 1 0 8．1 8 5．5 9 2．1

れに比べかなり少なく・昭和41・42の両年は約4　であり，昭和41，42の両年も約1割掛こ過ぎなか

割減であり，昭和59，40の両年も約5割減であっ　　った。

た。これに対して樹冠占有面萬10a当りの投下労働　　　5．10a当り粗収益

時間は昭和59・40の両年はほぼ生産費調査と同じ　10a当りの粗収益を見ると第5表のように．実測

窮5表　　面培別10　a当り粗収益

昭 5 9 年 昭 4　0 年 昭 4 1 年 昭 4 2 年

実数 （円 ）

生産費調査 （A ） 9 8，7 8 5 1 0 7，9 7 （i 1 2 0，7 9 5 1 0 3．5 5 5

実 測土地面頂 くB ） 8 8，0 9 4 7 5，8 9 8 7 8．4 9 d 8 5、5 1 8

樹 冠 占有面も’f （C ） 9 4，1 5 1 1 0 8，9 1 5 1 1 1，4 8 6 9 7、2 0 7

割 合 （肇 ）
五／ A 8 8．5 7 0．1 8 5．0 8 5．8

．　　 C ／ A 9 7．5 1 0 0．8 9 2．1 9 4こ4

面積当りでは生産費調査のほぼ7割程度であったが，

樹冠占有面椚当りのそれは生産費調査のそれの9割以

上であり，ことに昭和59，40の両年はほとんど同

じであった。

4．10a当り生産費

10a当りの生産費を見ると第4表のように，実測

面前当りでは生産費調査のそれに比べ各年度とも2～

5割減であったが，樹冠占有面前当りのそれは昭和

42年に2割ほど多かったのを除けば，ほかの5年間は

いずれも生産費調査と同程度であった。
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第4表　　面樟別10　a当り生産費

昭 5 9 年 昭 4 0 年 昭 4 1 年 昭 4 2 年

実数 （円 ）

生産 費調 査 （A ） 8 8、0 9 2 7 8．0 8 0 7 0．0 1 2 7 1．7 5 0

実測 土地 面研 くB ） 4 9、8 7 9 5 2．0 8 5 4 8，1 5 5 5 7、8 0 1

樹冠 占有 面潰 （C ） 7 1、0 5 5 7 4．9 4 2 8 8，2 0 8 8 5．5 2 1

割合 （痴 ）

B ／ A 7 5．2 8 8．4 8 8．8 8 0．5

C ／ A 1 0 4．5 9 8．5 9 7．4 1 1 9．2

5．10a当り家族労働報酬

10a当りの家族労働報酬は第5表のように，突刺

面積当りは生産費調査に比べ昭和42年には8割以上

も低かったし，他の年産でも2～5割減という低さで

第5表　　面憤別10　a当り家族労働報酬

あった。これに対し樹冠占有面敢当りでは昭和40年

には逆に1割も多く，他の年鑑でも昭和42年が4割

減，昭和41年が5割減，昭和59年が2割減で，各

年度とも実測面積当りに比べ2割ほど高かった0

昭 5 9 年 昭 4 0 年 昭 4 1 年 昭 4 2 年

実 数 （円 ）

生 産 費 調 査 （ A ） 5 1、1 4 8 5 9，8 8 9 7 4，5 1 5 5 4，7 5 5

実 測 土 地 面 前 （ B ） 2 9，1 1 5 4 7．4 0 7 5 8．9 0 7 2 1、2 5 8

樹 冠 占 有 面 療 （ C ） 4 1，4 7 4 8 8．2 1 1 5 2，2 7 8 5 1．5 5 7

割 合 （帝 ）

B ／ A 5 8．9 7 9 ．4 4 9．7 5 8．8

C ／ A 8 1．1 1 1 4．5 7 0．4 5 7．8

なお，以上第1表から第5表で見たような実測面積

当りと樹冠占有両横当りの差異は実験農場全体として

見られただけでなく，実験農場に参加している農家の

問においても見られた。たとえば第1報で報告したよ

うに，実測面顧当りの生産量が最高の農家と最低の農

家を取り上げ，樹冠占有面萬当りの生産畳を計算して

みたところ，ほぼ同じになり，年度によっては逆転し

ている場合も見られた（江4）。

第8表　　生産量と樹冠占有面積率

この原因は欠木の有無，幼齢樹の多少，反当栽植本

数の多少などによって樹冠占有面積率が農家によって

大きく異なっているためであり，さきの例では前者が

92．5多という高さであったのに対し，後名は42・8解と

いう低さであったためである。

なお，こうした良家問の差異は一般的傾向として認

められた。たとえば実測面積1D a当りの生産量と樹

冠占有面魯率との関係を見ると第8表のように各年匿

　 年 次

生 産 量

昭 5 9 年 昭 4 0 年 昭 4 1 年 昭 4 2 年

面項率 戸 面項率 戸 面萬率 戸 両肩率 戸

1 0　0　箱　 未 満 占4．2 1 0 8 4．1 1 1 8 8．0 1 1 8 5．7 1 5

1 0 0 ～ 1 5 0 箱 7 0．5 9 6 9．1 8 7 2．5 8 8 7．5 1 1

1 5　0　箱　 以　 上 8 1．8 8 8 5．9 占 8 5．9 4 8 7．8 2

注目生産量は実測面顧10a当りである0

2）面積率は樹冠占有面街率で単位は帝である0
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とも明らかに生産畠の低い農家は樹冠占有面前率も低

く，反対に生産量の高い農家は樹冠占有面前率も高い

憤向が見られた。なお，ここでは蕗面が限られている

ため，粗収益，生産費，投下労働畠．家族労働報酬等

に関しては省略するが，生産急と同じ傾向が見られた。

4．分析結果の考察

前項において見てきたような1D a当りの生産畠，

投下労働立，粗収益，生産費，家族労働報酬等は経営

診断に当たってはきわめて重要な指標である。したが

っていかなる面積の概念やは擾方法をとるかは供重に

検討されなければならない。

さて，果樹園経営においてはその対象が永年性作物

であるため，園を構成する果樹の樹齢．栽植様式，欠

木の有無等が経営のあり方や成果を大きく規制する。

そしてこれらは長期的に見れば経営主体の考え方や技

術差，資本力の差等によって変えられるものである。

しかし，現在一般に行なわれているような一年ごとの

経営成果と．それをもとにして行なう経営診断の場合，

前述のような園地の状態はむしろ経営を規制する原因

となる。

したがって果樹園経営における両統は単なる園地の

空間としての広さとしての両肩よりも，実際に果樹が

利用している土地面欝としての樹冠占有面前を用いた

ほうがより合理的ではないかと考えられる。

もっとも樹冠占有面項を経営分析指標作成に当たっ

て，実測土地両税に代わって用いることにも電々の欠

点がある。たとえば果樹園の樹冠占有面積率は長期的

に見れば経営を娩制する要因ではなく，経営行為の結

果の反映である。

しかもこの樹冠占有面前率は果樹園経営の成果を大

きく左右する重大な要素である。したがって，当面はこ

の欠点を補うために樹冠占有面散だけでなく実測土地

面積も併用しなければならない。

将来はこうした欠点のない合理的でかつ統一的な果

樹図面療のは担方法を確立しなければならないと思う。

注1．拙稿「果樹園面額の種類とその経営的意義に

関する考察（第1報）」東北農業研究第11号

注2．　　　　　　同　　　　　　上

注5．青森県「‾果樹（りんご）総合実験農場実験成

績容」各年度版

注4．前掲拙稿第1報

あ　と　が　き

この研究を行なうに当たっては青森県りんご試験場

栽培部長福島住堆氏から多大の御助言を，また，同部

経営調査料技師の村上福蔵，柳川勝，今井勝重．岡本

道夫の各氏からは調査に多大な御協力をいただいた。

ここに記して謝意を表する次第である。


